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論文
再考・北朝鮮の中継貿易輸送計画に
ついての一考察
?
重
?
1. 「新潟・北東アジア経済会議 96」における北朝鮮の報告
今年の 2月に新潟市で開催された「新潟・北東アジア経済会議 96」に参加
した北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）の代表は，豆満江（図竹江）開発に関
してきわめて注目すべき報告を行っている。北朝鮮対外経済協力推進委員会代
表団による「豆満江地域開発の実践的方途」，「羅津・先鋒自由経済貿易地帯と
中継輸送業」，「東北アジア経済協力にたいするわれわれの立場と具体的方案」
と題した 3つの報告である I)。特に「羅津・先鋒自由経済貿易地帯と中継輸送業」
は，この自由経済貿易地帯が設置された当初に発表された開発計画との比較に
おいて，最も注目すべき報告である。この報告の内容は，次のようにまとめる
ことができる丸
まず自由経済貿易地帯開発の目標として，第1に東北アジア地域における重
要な国際中継輸送基地とすること，第2に国際的な観光基地とすること，第3
に現代的技術にもとづく輸出加工基地とすることがかかげられている。開発計
画は，第1段階 (2000年まで）と第2段階 (201,...,2010年）に分けられており，
第1段階では，既存の鉄道，道路，港などのインフラを整備，現代化して国際
中継輸送基地としての役割を果たし，観光を発展させ，投資環境を築き，第2
段階では，世界経済の発展に相応する総合的かつ現代的な国際交流拠点を築く
とされている。
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次に，各部門の具体的な開発計画は，以下のように説明されている。中継輸
送業では，第1段階において，羅津港を利用して東北アジアの主要港と定期船
航路を連結してコンテナ中継輸送を開始し，次第に拡大させる一方で，羅津港
の貨物処理能力を年間1,700万トンに拡張する。さらに清津港の能力を年間
2,000万トン水準に拡張し，鉄道と道路の新設・拡張を行い，先鋒に空港を建設
して最初はヘリコプター航空路を開設する。中継輸送業の第2段階では，羅津
港の能力を年間1億トンに拡張し，複数の高速道路を建設し，鉄道を複線化す
る。中継輸送業をこのようにして発展させるには，豆満江地区の中継輸送と輸
送網整備への投資を計画的，統一的に行う必要がある。そのために「豆満江地
区中継輸送連合企業体」を組織することを提案する。さらに，すでに運営され
ている羅津と釜山間の定期船運航をいっそう拡大させると同時に，羅津と新潟，
舞鶴とを連結する必要がある。このような企業活動を希望する相手に対しては
任意の時期に討議し，至急に実現したい。
観光開発においては，サービス施設が完備する以前でも，自由経済貿易地帯
を経由する海遊覧を行い，七宝山，白頭山（長白山），金剛山などで現時点でも
可能な観光サービス施設の建設を進める。このために，羅津港に船舶を利用し
た海上ホテルを設置して観光客を受け入れ，自由経済貿易地帯内の海を含む観
光とともに地帯外の観光も行えるようにする。その一方で，中国東北地方やロ
シア極東地方への通過観光も広く行う。
工業地区の開発では，自由経済貿易地帯に10ケ所の工業地区を予定している。
工業開発においても，中継輸送業と観光業の発展に奉仕する消費財の生産を優
先させて輸出商品生産の発展をめざす。まず賃加工や再包装などを広く行って
モデル工業団地を開発し，次第に各工業地区を開発していく。
経済活動に必要な資金を円滑に流通させるために，自由経済貿易地帯に財政
金融市場を形成して金融サービスを速かに円滑にする。現在，自由経済貿易地
帯には中央銀行と三角州銀行の 2つの国内銀行の支店があり，オランダの ING
ペレグリン合弁銀行がすでに設立認可を得て登録されている。
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このような自由経済貿易地帯の現在までの開発進展状況については，次のよ
うな説明がなされている3)。中継輸送にかかわる建設では，羅津～元汀道路の拡
張，羅津～鶴松～南陽～会寧を結ぶ区間の鉄道電化の完成，羅津港1号埠頭の
整備拡張，羅津港2号埠頭に40フィートまでのコンテナ荷役施設の建設，羅津
でのヘリポートの建設などが取り上げられている。観光サービス施設において
は，羅津ホテルの90%の完成，新海観光地域での観光ホテルの建設と増築，税
関，琶琶地区観光道路の拡張などの本格的建設が上げられている。外国からの
投資状況については，現在までに23ケ国から400対象に関する投資商談と協力問
題の討議が70余回行われ，そのうち120件が合意され，約40件の契約が結ばれた
とされている。これらの契約については，契約対象金額3億1,200万ドル，主な
投資家は在日同胞，在米同胞，イギリス，オランダ，中国，香港，タイ，韓国
の企業であると説明されている。
ところが，この開発進展状況についての説明では，計画の段階にあるものな
のか，現在建設中であるものなのか，あるいはすでに完成したものなのかが，
全てについては必ずしも明確ではない。例えば，羅津～元汀道路の拡張と鉄道
の電化は完成しており，羅津ホテルは完成間近であることは明らかである 4)。し
かし，羅津港1号埠頭の整備拡張は工事中であるのか完成したものなのか，羅
津港2号埠頭のコンテナ荷役施設は計画なのか建設中であるのか，さらに羅津
のヘリポートは完成したものなのかについては不明確である。
2. 当初の開発計画と比較して
1991年12月に創設された「羅津・先鋒自由経済貿易地帯」の当初の開発計画
を一言で表現するとすれば，外国からの投資を呼び込む意図ということができ
よう。 92年4月の朝鮮民主主義人民共和国社会主義憲法の第2章「経済」の一
部修正叫同年10月の外国人投資法，合作法，外国人企業法の公布という一連の
関連国内法の整備叫まそのためである。具体的には，自由経済貿易地帯で外国人
投資家は合弁や合作だけでなく， 100%投資企業も設立することが可能となり，
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工業，農業，建設，運輸，逓信，科学技術，観光，流通，金融，サービスなど
に制限なく投資できるようになった”。そして，特にインフラ整備部門，国際市
場での競争力の高い製品を生産し輸出する企業，先端技術企業などを特別に奨
励し優遇するとされており，これらの業種企業に対しては税率の引き下げや免
税および減免期間の延長といった優遇措置が準備されていた8)0
このような当初の開発計画と今回発表された新しい開発計画とを比較してみ
ると，両者の重大な相異が明らかである。すなわち新しい開発計画では，自由
経済貿易地帯への外国人投資に対する期待が大きく後退し，それにかわって中
継輸送業と観光業の開発が前面に押し出されたことである。むろん当初の開発
計画においても中継輸送と観光は計画の重要な柱ではあったが，あくまでも輸
出商品生産基地の建設が最優先にかかげられていたし，何よりも外国人投資に
依存した開発計画であった。港湾，鉄道，道路などのインフラ整備が重要視さ
れたのは，外国人投資を呼び込むには，まずインフラ整備が必要であると考え
られたからである。ところが新しい開発計画では，開発優先順位の逆転だけに
止まらず，輸出商品生産においてさえ，中継輸送業と観光業に奉仕する消費財
の生産を優先するとされている。かつての高い国際競争力をもつ輸出商品生産
基地構想は，外国人投資に対する期待の後退とともに大きく後退している。
さらに，今回最優先目標にされた中継輸送業の開発構想についてみても，当
初の開発計画とは基本的に異なっている。つまり外国人投資によるインフラ整
備を前提にすることなく，既存のインフラを最大限に利用するという方針を明
確に表明したことである。多くの発展途上国が抱えている莫大な累積債務は，
そもそも外国からの援助に起因していること，それにもまして現在の北朝鮮の
対外債務が1970年代の西側諸国からの大規模な外資導入に起因し，貿易額や国
民総生産(GNP)に比較して極度に過大である9)ことを考えれば，外国人投資に
依存しないという開発方針を採用するのは当然である。この方針は，いうまで
もなく当初の開発計画よりもはるかに合理的で現実的である。そこで新しい開
発計画の合理性を，中継輸送に関してとり上げ検討してみよう。
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3. 新しい中継輸送計画の合理性
北朝鮮の報告「羅津・先鋒自由経済貿易地帯と中継輸送業」においては，運
送業，中継業を優先的に発展させ，関連のサービスや産業に優先権を付与し，
それを土台にして自由経済貿易地帯全般を開発し発展させるという方針が明確
に述べられている10)。ここでいわれている運送業とは，貨物だけではなく人員の
輸送も含み，既存の施設を利用した輸送業への投資および経営，それと連関す
る港，鉄道，道路，観光，ホテル，市場などへの投資および経営をさすと説明
されている 11)。また中継業とは，完成品の中継だけではなく，原料や半製品を自
由経済貿易地帯に搬入して加工や再包装を行って搬出する活動，賃加工とそれ
に関連するサービスヘの投資および経営をさすと説明されている 12)。すなわち
新しい開発計画における中継輸送業とは，厳密な意味での中継輸送に限られて
いるのではなく，観光，サービス，市場，加工工業などの関連業種をも含めた
総合サービス業としての性質をもつ中継輸送業である。当初の開発計画との比
較でいえば，輸出商品生産も観光も中継輸送業の一部門に組み込まれたことに
なる。それとともに，ここでの中継輸送業は，自由経済貿易地帯および北朝鮮
3港に限定された活動であるかのように受け取れるが，今回の北朝鮮の報告全
体をみれば決してそうではない。中継輸送業は，北朝鮮のこの地域全域を活動
範囲として営まれようとしていることは明らかである。
このような大胆な変更の理由は，中継輸送業はただちに大きな投資を行わな
くても実現できる事業分野であるという発想に求められる 13)。いわば，これまで
の外国人投資に依存した開発論から脱却したものといえる。この考え方に到る
過程は，北朝鮮代表のもう一つの報告である「豆満江地域開発の実践的方途」
によって理解することができる。この報告では，豆満江地域開発の原則として，
次の 4項目がかかげられている。いずれも北朝鮮の当初の開発論はもとより，
多くの発展途上国の従来の開発論とも異なる注目すべき内容である 14)。
1. 沿岸諸国，関係諸国の経済発展レベル，システム，利害関係が異なるとい
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う条件に即して，各諸国は緊密な調整と協力を通じて開発を行い，単純かつ
容易なことから開始して統一をはかる。北朝鮮としては，羅津。先鋒自由経
済貿易地帯を他の地域との緊密な連係のもとで歩調を合わせて積極的に開発
し，統一をはかっていく。
2. 基本的に整っている既存の施設を最大限に利用して，初期投資がそれほど
かからない部門から始めて拡大発展させていく。北朝鮮としては，すでに連
結されている豆満江地域内の輸送網体系を効果的に利用して中継輸送業を本
格的に行い，それとともに豆満江地域内での観光を優先的に発展させる。中
継輸送と観光を円滑に行うためにまず必要なことは，豆満江地域内で人と物
資が自由に往来できる制度をつくることである。豆満江地域は 3ケ国の領土
で構成されているため，ある一国だけが対策をたてるのではなく共同で歩調
を合わせるべきである。 3ケ国は，互いに道路や鉄道を連結して地域内の国
境通過ルートを開設し，自由に流動できるようにすべきである。北朝鮮は，
羅津・先鋒自由経済貿易地帯をノービザ地域とし，羅津，先鋒，清津の 3港
を自由貿易港にした。第三国人が元汀～圏河と豆満江～ハッサンを自由に通
過できるようにし，再入国許可などで複雑な手続きを行うことなく通過でき
るようにすべきである。
3. 豆満江地域は3ケ国の領土の一部分によって構成されているが，経済開発
という面からみれば単一の地域である。従って，それを構成している各地域
が個々の国々の利害関係や情勢に左右されて歩調を合わせることができなけ
れば，豆満江地域の統一的な発展を期待することはできない。
4. 豆満江地域の全域を一つの市場とみなして統一的に開発し，特に財政金融
市場を形成させる。北朝鮮は，この面においては沿岸諸国，東北アジア諸国
および国際機関との二者間あるいは多者間協力を実現させ， 1日も早く国際
的レベルの財政金融サービスを開始できるように多大の力を注ぐ。
このような豆満江地域開発の原則は，外国人投資に依存したり投資を前提に
した開発論ではない。それにかわって，経済発展段階や経済システムや利害が
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異なる国と地域同志が，互いの協力を通じて，単純で容易な分野から開発を進
めようという方法が提起されている。この考え方に立てば，既存の施設や条件
を有効に利用することによって，初期投資を最少限に押えようとするのは当然
である。
「羅津・先鋒自由経済貿易地帯と中継輸送業」では，この自由経済貿易地帯
が有している 2つの既存条件の有利な特徴が強調されている15)。まず，自然・地
理的な有利性である。自由経済貿易地帯が，中国東北3省，モンゴル，極東ロ
シアの 3地域と，日本および朝鮮半島とを連結する海上と陸上輸送の関門に位
置しているうえ，四季を通じて利用可能な港湾すなわち不凍港を備えているこ
とである。もう一つは，前方には資本，技術，消費市場を備えた経済の高い発
展段階にある日本をもち，背後には膨大な原料と広大な市場を備えた大陸をも
っているという経済的有利性である。外国人投資に依存しないという開発方針
が，この 2つの有利な既存条件と組み合わされた時に立案される構想は，日本
と大陸とを結ぶ中継輸送以外には考えられないだろう。当初の開発計画にはみ
られなかったきわめて合理的で現実的な構想である。しかも単に一般的に合理
的で現実的というだけではなく，近年の新しい開発理論に即してみてもいくつ
かの合理的特徴をもっている。
4. 豆満江地域ボーダレス化の合理性
豆満江地域開発の原則では，豆満江地域での中継輸送と観光開発を行うため
には，人と物資が自由に往来できる制度がぜひとも必要であるということが提
起されている。具体的には，国境を接している 3国が互いに道路や鉄道を連結
し合って国境通過ルートを開設し，再入国手続きを簡素化したり省略すること
である。ここで北朝鮮は，朝・中国境の元汀～圏河と朝・ロ国境の豆満江～ハ
ッサンをそのような国境通過ルートとしてかかげたうえで，自国の羅津，先鋒，
清津の 3港の自由港化および自由経済貿易地帯のノービザ制度を範例に上げて
いる。豆満江地域のボーダレス化へ向けての北朝鮮の積極性には，実に目をみ
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はるものがある。
ところが豆満江地域のポーダレス化を望んでいるのは北朝鮮だけではなく，
すでに中国は積極的な意向を明らかにしている。昨年12月に朝，中，口の3国
で組織された「豆満江地域開発調整委員会」の 1年目の議長国である中国は，
豆満江地域の国境が長い間に渡って経済協力と経済発展にとっての障壁になっ
てきたという見解を表明している 16)。つまりボーダレス化への期待である。中国
の提起したボーダレス化に対するロシアの反応は明らかではないが，今回の北
朝鮮の積極的態度と具体的提案からみれば，朝・中国境のボーダレス化には大
きな可能性が生じたといえる。特に北朝鮮がかかげた元汀～圏河国境について
は，きわめて大きな現実性をもつ。かりに実現したとすれば，北朝鮮3港から
少なくとも瑯春までのポーダレス流通ルートが開けることになる。
豆満江地域の経済開発を進めるにはボーダレス化が必要であるという北朝鮮
の考え方は，この地域を "NET(Natural Economic Teritory)"としてとら
える考え方と共通している。北朝鮮の豆満江地域開発の原則では，この地域は
現実には3ケ国のそれぞれの領土の一部分によって構成されているが，経済開
発という面からみれば単一地域であるとみなされており，さらにこの地域全域
を一つの市場として統一的に開発するのでなければ，発展を期待することはで
きないとされている。このような開発の原則は， "NET"としての豆満江地域を
明確に意味しており，いわば“豆満江NET"と称すべき構想である。“豆満江
NET"構想の合理性は，いうまでもなく "NET"論によって説明することがで
きる。
5. "豆満江NET"の合理性
近年の新しい経済開発理論の一つに，いくつかの民族もしくは一つの民族が
歴史的に居住し活動した地域が，現在国境によって分断されているところにお
いては，その地域の歴史性を考慮してそれらの民族によって国境を越えたボー
ダレス・ゾーンとして開発することが，これまでの紛争を繰り返すことなく開
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発し，その開発によって紛争を解決することができるという考え方がある17)。こ
れが， "NET"論である。今日までの豆満江地域の歴史をみれば，この地域の経
済開発に "NET"論を適用することはきわめて有効である。
豆満江地域が "NET"であることは，古く渤海国時代にまでさかのぼるまで
もなく， 1627年の後金の朝鮮侵略の際に結ばれた「江都会盟」以降の歴史をみ
れば充分に理解することができる。江都会盟によって，鴨緑江と豆満江の西北
一帯に国境間砿地帯が設けられて自由な往来と国境貿易が制限され，このよう
な状態は形式的には19世紀中頃まで存続した。 1860年の北京条約で清国の沿海
州が帝政ロシアに割譲されたことによって，朝鮮は豆満江の下流域で全く異質
の大国とも国境を接することになった。同時に，中国の吉林省も黒龍江省も日
本海との直接の出入口を失ってしまった。さらに朝・中国境の北半分が豆満江
に画定されたのは， 1909年の「間島に関する日清協約（間島協約）」によってで
ある。しかし，これらの国境も豆満江地域の歴史的，民族的，経済的きずなを
完全に断ち切ることはできなかった18)。北清事変（義和団事変）での帝政ロシア
軍の侵略による渾春の壊滅，張鼓峰事件による防川の荒廃，朝鮮戦争中のこの
地域全体の緊張と混乱などの数々の戦乱や事件を経験したにもかかわらず，咸
鏡道，延辺，沿海州南部の密接な関係は断続的に維持されてきた。間島協約の
締結後も続けられた咸鏡道の人々による延辺（間島）への越江耕作19), 張鼓峰事
件における防川の人々の避難先は咸鏡道であったこと 20), 日本の敗戦直後と朝
鮮戦争中の豆満江国境の閉鎖が延辺と咸鏡道の双方に深刻な経済困難と社会混
乱をもたらしたこと 21)などの事例は，はからずも豆満江地域が "NET"である
ことの証明である。いいかえれば，豆満江地域の国境に起因した紛争や緊張が，
いかにこの地域の経済発展を阻害してきたのかを象徴的に表わす事例である。
今回の北朝鮮の「豆満江地域開発の実践的方途」では，豆満江地域開発にお
ける北朝鮮の立場が明確に表明されている22)。すなわち豆満江地域開発は，ある
特定国だけでなく全ての関係諸国の経済的利益を増進させ，この地域の人々の
理解と和解，親善と平和を増進させる対象である。そして豆満江地域開発のた
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めに緊密に協力し努力する過程を通じて，互いに異なる環境と制度の下で暮ら
す人々の理解と和解が増進されることにより，平和と親善と進歩をめざすこの
地域の人々の念願を実現できるだろう。このような北朝鮮の立場は，まさに“豆
満江NET"構想に他ならない。
6. 日本海ハブ港化構想の合理性
今回発表された羅津・先鋒自由経済貿易地帯の新しい開発計画の第1段階で
は，羅津港と東北アジアの主要港との定期航路の連結とコンテナ中継輸送の拡
大が計画されている。具体的には，すでに連結されている羅津港と釜山港との
定期航路と同じ条件で，まず新潟や舞鶴と連結し，次第に東北アジアの全ての
主要港と連結するというものである。いうまでもなくこの構想は，自由経済貿
易地帯が東北アジアの海上と陸上輸送における関門に位置し，しかも北朝鮮3
港が四季を通じて利用できるという有利な条件を活用しようとするものであ
る。しかし，北朝鮮の報告においては具体的には意識されてはいないが，この
構想にはさらなる合理性が含まれている。羅津，先鋒，清津の 3港は，日本列
島の日本海沿岸の諸港に対してほぼ等距離に位置していることである。この有
利性は，日本列島と大連や釜山および北朝鮮3港との位置関係を比較すれば一
見して明白である。しかも，釜山でさえも等距離とみなすことのできる範囲内
である。そのうえ大連と比較すれば，日本列島の太平洋岸の多くの諸港でさえ
もはるかに近距離にある。つまり北朝鮮3港は，等距離低運賃という条件が強
く求められるハプ港としての 1条件を自然に備えているわけである。ただちに
大きな投資をせずに，既存の施設を最大限に利用するという北朝鮮の開発方針
からすれば，この有利な条件を利用しないほどの不合理はない。
また北朝鮮は，自由経済貿易地帯と 3港は広大なアジアとヨーロッパ大陸と
につながり，大陸から海へと進む「黄金の大陸橋」23)で，前方に資本，技術，消
費市場を備えた日本が存在しているという見方をしている。だが，北朝鮮3港
が日本列島に向ってハブ港の位置にあるということは，逆に日本からみても北
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朝鮮3港をハブ港として利用できるということでもある。
このような北朝鮮3港が有する条件は，将来的にはいくつかの大きな可能性
を期待することができる。まず短期的には，北朝鮮の開発計画にみられるよう
に，釜山，新潟，舞鶴などの環日本海諸港とを結んだ中継輸送の発展拡大であ
る。中国東北地方，モンゴル，極東ロシアの貨物を北朝鮮3港に集めて環日本
海諸港に分配輸送し，逆に環日本海諸港から技術集約的貨物を大陸に輸送する。
このような中継輸送は，既存の条件と施設を利用してただちに開始することの
できる事業分野である。北朝鮮3港の既存能力に応じた種類と量の貨物を，埠
頭に滞貨させず船舶に沖待ちさせないしくみで取り扱うことが，大連や釜山と
の競合に加わるための第一歩である。
環日本海ハブ港化による中継輸送は，環日本海経済圏構想の合理性とも合致
する。すなわち相対的に発展が遅れている地域同志が結びつき，それらの地域
相互の直接貿易によって経済活動が積極化するという作用である。環日本海中
継輸送は，この直接貿易を担うことになる。例えば，北朝鮮からの貨物を輸入
した日本の港では，その帰り荷として，種々の輸出品を選び出すであろう。北
朝鮮にとっても、日本からの帰り荷が生じることは運賃の低減に結びつく。こ
れらの帰り荷の中に輸送機器や建設機器が含まれれば，北朝鮮にとってはさら
に望ましい。これらの機器は，豆満江地域の輸送ネットワークを構築する有力
な輸送手段になったり，日常的なインフラの整備に大きな力となり，その結果
としてより多くの種類と量の貨物を短時間で合理的に集め，分配することが可
能になる。それに伴い豆満江地域の人々は，輸送，建設，それにかかわる運転
や整備などの技術の習得に熱意を抱くようになり，さらに合理的な輸送システ
ムヘの取り組みと計画的なインフラ整備への必要性に迫られるであろう。直接
貿易によって期待されうるこのような波及効果こそが，ただちに大きな投資を
必要とせずに行うことのできる環日本海中継輸送がもたらす相互補完である。
長期的展望としては，北朝鮮のいう「黄金の大陸橋」構想がある。しかし，
それよりも合理性の高いものが，日本の国外ハプ港としての役割を担うことで
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ある。日本の太平洋岸の主要港をみれば理解できるように，日本のハプ港の役
割は主として太平洋に向いている。つまり全国の諸港から集貨した貨物を太平
洋に向って送り出し，太平洋から入って来た貨物を全国の諸港に分配するとい
う役割である。このようなハプ港が，必ずしも日本国内に位置していなくては
ならないという必要性は今後低下していくだろう。いわば外航運賃に比較して
相対的に割高な内航運賃の問題である。この問題への対策の一つとして，ハブ
港を日本列島の外に設けるという方法がある。すでに釜山は，西日本のハブ港
としての役割を担おうと努力している。北朝鮮3港が備えている日本列島に対
する等距離低運賃という特徴は，日本の国外ハブ港としての 1条件を満たして
いる。少なくともこの条件に限ってみれば，釜山に勝っていることは明らかで
ある。日本海の対岸にハブ港をもつことによって輸送コストを節減し，対岸の
経済発展に貢献し，その発展の過程であらたな需要を見い出すことができれば，
環日本海経済圏構想に一つのモデルを呈示することができる。だが，北朝鮮に
とってのこのような長期的展望は，環日本海中継輸送のような短期的目標を着
実になし遂げ，その過程での種々の技術の習得と蓄積とが何にもまして不可欠
である。環日本海経済圏の成功は，あくまでも各関係諸国それぞれの自主的・
主体的努力のうえに，ボーダレスな経済交流が活発化することによってもたら
されるに違いない。
7. 「豆満江地区中継輸送連合企業体」構想の問題点
新しい開発計画には，すでにみてきたような数々の合理的特徴がある反面，
いくつかの問題や課題が含まれている。第一に取り上げなくてはならない問題
が，「豆満江地区中継輸送連合企業体」構想である。この連合企業体は，豆満江
地域での海上と陸上輸送とを統一的に行うことを主目的として，必要なインフ
ラ整備事業にも投資すると説明されており，次のような構想が紹介されてい
る24)0
1. 沿岸諸国や東北アジア地域諸国の当局と切り離した外国連合企業体とする。
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2. 沿岸諸国は，各々の領域の鉄道や道路をこの連合企業体の行う中継輸送が
優先的に利用できるようにする。その場合の鉄道や道路の使用料は競争的に
定めず，同一比率を適用する。使用料金は，連合企業体によって当該国に対
して支払われる。
3. 連合企業体は自己の輸送隊（トラック，貨車，船舶）を所有し，自力で世
界の各地域，特に東北アジア地域からの輸送発注を得て事業を行う。最初は
数十台のトラックと貨車を用いて即時に開始し，企業が自らの計画にもとづ
いて道路や鉄道の整備対象を選定して投資を行う。
4. 連合企業体は，国際金融機関や金融市場を通じて資金を充当できるように，
国際的に認定されうる資格を有する企業体とする。この連合企業体の事業は，
初期においては貨物輸送を基本とし，条件が整うに伴って旅客（観光客）輸
送などの他の輸送サービスヘと拡大させていく。
このような連合企業体構想に関しては，以下のような説明が加えられてい
る25)0
今回の連合企業体構想は，昨年10月から運航されている羅津～釜山間の定期
コンテナ船航路をモデルに考案されたものである。この航路は，中国延辺朝鮮
族自治州が延辺と釜山間の貨物輸送に羅津港を中継港として利用するために開
設したものである。事業の運営は，中国延辺運航公司と韓国の韓国特殊船会社
が50%づつ出資してソウルに設立した合弁会社である東龍海運が行っている。
だが実際には東龍海運がコンテナ船を運航するのではなく，延辺運航公司に中
国船籍での運航を委託している。延辺運航公司は，このために北朝鮮の海洋貿
易会社と1995年6月18日に「羅津～釜山間コンテナ中継輸送契約」を結んだ。
現在，中国船籍の1,800トン級の「延龍四号」で月 2便の運航が行われている。
このコンテナ船は，近く羅津～新潟間でも運航される予定である。
以上の紹介と説明から理解できるように，北朝鮮の連合企業体構想は，関係
諸国からの間接投資を期待した中継輸送計画である。その投資形態は形式的に
は民間投資であるが，中国延辺運航公司と韓国特殊船会社との合弁にみられる
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ように，現状では，関係諸国の政府の主導による政策的投資にならざるをえな
い。このような外国政府の関与した外国人投資に期待する構想は，すでに検討
してきたような豆満江地域開発における北朝鮮自身の立場や原則とは明らかに
矛盾している。豆満江地域開発の立場や原則では，初期投資を完全には排除し
ていないが，外国人投資には依存していない。現状からすぐに開始できる事業
が中継輸送であった筈である。今回の連合企業体構想に関しては，過去に類似
の例がある。 1992年11月に香港で開催された第3回東北アジア円卓会議におい
て，北朝鮮が提案した「豆満江開発投資信託会社」設立構想である26)。この構想
は，朝，中，口の 3国の他に UNDP(国連開発計画）や UNIDO(国連工業開
発機構）を構成員として，豆満江地域の開発融資を引き受けるいわば直接投資
を誘致しようとしたものである27)。今回の連合企業体構想の提案に際して，北朝
鮮は，少なくとも過去の信託会社設立構想のその後の経過を説明したうえで，
新しい構想についての理解を求める努力が必要であっただろう。
連合企業体構想には，さらにもう一つの問題がある。沿岸諸国は連合企業体
が中継輸送に利用する鉄道と道路の使用料を一率に定め，使用料金は連合企業
体から当該国に支払われるとしたことである。豆満江地域において，一方が港
湾に連結され，もう一方が他国領土へと伸びる中継輸送ルートは数少ない。ま
して，不凍港に連結したルートはさらに限られる。北朝鮮3港を海港とした咸
鏡道の鉄道と道路そしてロシアのザルビノ港を海港とした瑠春への鉄道と道路
である。後者の鉄道は建設中であるから，現在稼動できるのは前者だけである
といってよい。つまり現状では，豆満江地域での中継輸送には北朝鮮の鉄道と
道路がほぼ独占的に利用され，使用料金の大部分は連合企業体から北朝鮮に支
払われることになる。構想では港湾使用料についての言及はないが，かりに港
湾使用料の規定が設けられたとすれば，北朝鮮による使用料金の独占状態はさ
らに拡大するだろう。このような独占的利益を誘導する構想が，豆満江地域開
発における北朝鮮の立場や原則と大きく隔たっていることはいうまでもないだ
ろう。また鉄道と道路の使用料金に関しては，料金比率の一率化の問題もある。
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北朝鮮の立場や原則は，沿岸諸国の緊密な調整と協力，共同歩調などを通じて
この地域の統一的な発展をめざすというものであるが，一定の競争さえも完全
に排除しているとは受け取れない。例えば，北朝鮮3港がもっている数々の優
れた特徴をアピールすること自体，すでに沿岸諸国の他の港との競争を意識し
ている。また "NET"論は，一定地域の紛争や緊張を未然に防止することと経
済発展との相互作用を利用する考え方であるが，平和的手段による競争を排除
するものではない。
連合企業体構想は，中継輸送に対する北朝鮮の積極的な姿勢と取り組みをよ
く表わすものとして評価しなくてはならない。しかし，北朝鮮には，これより
ももっと優先的に取り組み努力しなくてはならない課題がある。
8. 課題と展望
当初の開発計画にはいくつかの重要な課題が含まれていたが，中継輸送にお
ける根本的課題は，どのようにして輸送するのかではなく，どのような貨物を
いかにして集めるのかという問題であった。新しい開発計画においても，それ
についての具体的方策は述べられていない。新旧を問わず，どちらにも共通し
た課題である。この課題への取り組みを抜きにしては，新しい開発計画がもっ
ている数々の合理性は無意味なものになってしまう。
大きな初期投資をしなくても，既存の施設を利用して実現できるということ
で選ばれた事業が中継輸送であり，単純で容易な分野から開始するのであるか
ら，まず小規模な貨物の輸送から始めることが現実的である。このような貨物
として，過去に実績のあるロシアおよび中国東北地方からの中継貨物と，咸鏡
道を中心とする北朝鮮の国内産貨物とが考えられる。中継貨物の例としては，
ロシア製化学肥料と中国東北産とうもろこしがあり，前者は羅津港を利用し，
後者は清津港を利用した。ところが，ロシアにとっては，自国製化学肥料をわ
ざわざ羅津港にまで輸送して船積みしなくてはならない必要性もメリットも少
ない。ロシア沿海州には設備の完備したいくつかの港があるうえ，ザルビノ港
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は不凍港でもある。最近の報道によると，ロシアは今年4月以降，北朝鮮向け
の貨物列車の運行を全面的に中止したといわれている28)。一方，中国東北産とう
もろこしの場合には，中国にとっても北朝鮮にとっても中継輸送を行う大きな
メリットがあった。中国にとって自国産とうもろこしは重要な国際戦略物質で
あって，かつては国際価格によって輸出していた。このため輸送費用の低減は
利益の増大に直結しているうえに，大連港の負担の軽減にもつながった。例え
ば吉林から大連までの鉄道輸送距離は831kmであるが，清津港には572kmで
ある29)。北朝鮮にとっては，何よりも清津港のとうもろこし専用施設を稼動させ
ることができた。中国が穀物輸出を中止した現在では，とうもろこしの中継輸
出を行うことは不可能になったが，北朝鮮としては，第一に荷主にとって経済
的メリットが生じるような中継貨物をさがし出す努力が求められている。一例
を上げれば，食糧の供給不足が伝えられている中国南部への東北産穀物の国内
輸送を中継するという事業が考えられる30)。この構想では，中国との信頼関係が
不可欠であるうえ，東北地方から南部までの鉄道輸送および中国沿岸航路との
競合になるが，北朝鮮の努力次第ではいちがいに不可能とはいえない。この中
国国内中継輸送では，発展の著しい沿海部の経済特区をはじめとして，・ 将来的
には台湾との経済交流による帰り荷を期待できる 31)0豊富な帰り荷は，運賃の低
減を招き，中国大陸の長大な鉄道との競合を容易にするだろう。
北朝鮮の自国産品の輸出としては，茂山の磁鉄鉱や咸鏡南道端川郡の剣徳鉱
山と甲山郡の甲山鉱山の鉛・亜鉛などがよく知られている32が，小規模ではあっ
ても実現の可能性の高いものとして清津の川砂がある。清津西港1号埠頭には，
川の採砂場からベルトコンベアーが設置されており，直接船積みができるとい
われている33)。既存の施設を利用でき，しかも日本に建設用として大量の需要が
ある川砂を放置することはきわめて非合理的である。川砂の対日輸出において
も，中国南部との中継輸送と同様に種々の帰り荷を期待できる。中国や沿海州
への再輸出品としての日本製中古乗用車の中継輸入34)は，北朝鮮にとってはい
うまでもなく，日本の中古車販売市場にとってもかなりのメリットがある。
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今回の新しい開発計画の発表に伴う北朝鮮の説明においても，北朝鮮3港の
現在の港湾能力は，石油専用港の先鋒港を除いても羅津港が年間300万トン，清
津港が800万トン，合計1,100万トンという当初からの数値がかかげられてい
る35)。現実の貨物量は発表されていないが，中国とロシアの中継貨物が減少した
とみられることから，貨物不足は以前にもましている可能性が高い。電化が完
成したといわれる環状鉄道や 3港などの既存施設の稼動率を今後いかにして向
上させるのかが，現在の北朝鮮にとって最も重要な優先課題である。そのため
には，貨物輸送に伴う鉄道運行や港湾荷役などの技術の向上と蓄積，鉄道と道
路輸送の連携などの合理的システムの構築が不可欠である。これによって荷主
や関係諸国の信頼を獲得していくことが，今後の構想や計画を実現させるうえ
に最も大切である。
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2)同上書， 40~42ページ。なお当初の開発計画に関しては，拙稿「北朝鮮の中継貿易輸送計
画についての一考察」（本学「経済論集」第46巻第1号,1996年4月）とともに，拙稿「北
朝鮮ルート論の系譜 (1)」（本学『経済論集」第45巻第4号， 1995年11月）．「北朝鮮ルー ト
論の系譜 (2)」（本学『経済論集」第45巻第5号,1995年12月）をも参照していただきたい。
3)同上書,42ペー ジ。
4)特に前掲の拙稿「北朝鮮の中継貿易輸送計画についての一考察」を参照していただきた
し'•
5)朝鮮問題研究所「羅津・先鋒自由経済貿易地帯J(1993年2月） 98~99ペー ジ。
6)同上書， 100~104ペー ジ。
7)同上書， 38ペー ジ。
8)同上書， 38ペー ジ。
9)最近の報道によれば， 1995年末現在の北朝鮮の対外債務の総額は115億ドルに達してお
り， 94年の国民総生産の推計212億ドルの50%を上回り，深刻な経済局面にさしかかってい
ると分析されている（『朝日新聞」 1996年5月18日）。
10)前掲，『月刊朝鮮資料』 (1996年4月） 38ペー ジ。
11)同上書， 38ペー ジ。
12)同上書， 38ペー ジ。
65 
248 闊西大学『経清論集』第46巻第3号 (1996年9月）
13)同上書， 38ペー ジ。
14)同上書， 34~35ページ。なお豆満江地域とは， 1995年12月に北朝鮮，中国，ロシアの 3国
が合意した「豆満江（図何江）地域開発調整委員会の設立に関する合意書」においては，基
本的に北朝鮮の清津，中国の延吉，ロシアのナホトカを結ぶラインの内側の地域をさすとさ
れている（同上書， 60ページ）。いわゆる「大三角地帯」である。
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22)前掲，『月刊朝鮮資料』 (1996年4月） 34ペー ジ。
23)同上書， 39ページ。今回の報告とともに行われた北朝鮮対外経済協力推進委員会代表団の
ィンタビューでは，自由経済貿易地帯の将来のモデルとしてシンガポールが上げられてい
る（同上書， 48ページ）。また，かつて中国は，図何江地域を「未来の極東のロッテルダム」
とうたったことがある（『北京週報』 1992年第16号， 21~22ページ）。これらの構想は，いず
れも大陸と海とを結ぶという発想にもとづいており，ハプ港という考え方ではない。
24)同上書， 36~37ページ。なお，ここでの沿岸諸国とは，朝，中，口の 3国をさしていると
理解されよう。
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の説明の内容にきわめて類似した合弁企業に関する報道がなされたことがある（『朝日新
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鮮虎企業集団との合弁企業である善虎海運が，清津と釜山を結ぶ第三国籍船のチャーター
による月 2~3便の直航路を開設した。第1便は， 4月20日にセントビンセント・グレナデ
ィーン船籍の4,500トン級貨物船で釜山を出港し，積荷は延吉市内のアパート建設資材であ
る。韓国の三善海運は， 1991年7月にも木浦から北朝鮮向けの 5千トンの米を羅津に輸送し
た実績をもつといわれている。
26)北朝鮮対外経済協力推進委員会が，同円卓会議に提出したレポートによる（「羅津・先鋒
自由経済貿易地帯の法的地位および投資の問題」と題して『月刊 朝鮮資料』 1993年3月に
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28)「朝日新聞j(1996年5月8日）。この報道によると，運行中止の理由は，北朝鮮が累計3,000
万ドルに達する鉄道輸送費を滞納しているためとされている。いずれにしても， 1993年に開
始されたといわれるロシア製化学肥料の中継輸送は，わずか 3年間ほどで中止されたこと
になる。
29)孫春日「論日本帝国主義修築京図鉄路的経済構思」（延辺大学・国際地域間交流中心合編
『東北亜地域開発研究論文集J1991年，延辺大学出版部） 49ペー ジ。
39)中国政府は， 1994年秋以降，東北地方から南部各省に向けて200万トンの飼料用とうもろ
こしを緊急調達したといわれている（王曙光『詳説 中国改革開放史」 1996年，勁草書房，
245ページ）。同時に，中国のいわゆる「売糧難」は，国内流通システムの立ち遅れに一因が
あることが指摘されている（同上書， 242~244ペー ジ）。
31)延辺には，今世紀初頭には早くも大量の上海製金巾が海路によって移入されていた（韓国
統監府臨時間島派出所残務整理所『間島産業調査書・商業調査書」 1910年， 100,112~113 
ページ）。移入ルートは，清津～会寧～龍井村およびウラジオストック～ポシェット～暉春
の2系統であったが，後者はウラジオストックの自由港閉鎖 (1909年4月）以降，清津～雄
基（今日の先鋒）～暉春ルートに転換した。なお最近の報道（『朝日新聞J1996年6月14日）
にみられるように，北朝鮮と台湾との経済交流に向けた積極的な動きには，きわめて興味深
いものがある。
32)日本貿易振興会『ジェトロ貿易市場シリーズ・316 朝鮮民主主義人民共和国」 (1991年）
72ペー ジ。
33) 日中東北開発協会『朝鮮北部港湾視察団報告書J(1992年2月） 61~62ペー ジ。
34)前掲，拙稿「金泰彦『図竹税関簡史」についての若干の考察」を参照していただきたい。
近年において北朝鮮が輸入してきた日本製中古乗用車台数の推移は，下表のとおりである
（「通商白書J各年度版による）。
~ 数董（台） 金額（千ドル） 輸出単価（ドル）
1990 655 4,395 6,710 
1991 938 6,512 6,942 
1992 1,679 8,631 5,141 
1993 8,989 42,229 4,698 
1994 488 3,922 8,037 
1995 2,514 10,320 4,105 
1994年の輸入台数の極端な落ち込みがどのような原因によるものかは明らかではない
が，逆に 1台当りの単価（筆者の算出による）は，前年や翌年の 2倍近くに上昇している。
いわゆる新古車といわれる中古車が多数を占めているのかも知れない。
35)前掲，「月刊朝鮮資料」 (1996年4月） 48ペー ジ。
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